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北海道教育庁生徒指導・学校安全対策局   

生徒指導・学校安全課長 山 内 尚 史 

 

   「児童生徒の事件等報告書」による重大事件等の報告について（通知） 

このことについては、令和５年（2023年）３月22日付け教生学第1329号通知により対応いただいてい

るところですが、このたび、文部科学省初等中等教育局児童生徒課から別添写しのとおり事務連絡があ

りましたのでお知らせします。 

つきましては、別添写しの報告書については、これまでと同様に当課において作成し、文部科学省に

報告しますので、報告書の項目について、正確かつ迅速な把握を行い、速やかに教育局を経由して報告

（速報）願います。 

加えて、報道発表資料など、事件の概要を把握するために参考となる資料があれば、併せて教育局を

経由して提出願います。 

また、児童生徒の自殺又は自殺が疑われる死亡事案が発生した場合は、令和８年（2026年）１月13日

付け教生学第1386号通知「『児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針』に基づく背景調査の結果

に関する国への報告について」に基づき、背景調査結果についても教育局を経由して提出願います。 

なお、令和５年（2023年）３月22日付け教生学第1329号「『児童生徒の事件等報告書』による重大事件

等の報告」については、本通知をもって廃止します。 

 

（生徒指導係） 

様 



 

事 務 連 絡 

令和８年６月18日 

 

各都道府県教育委員会指導事務主管課 

各指定都市教育委員会指導事務主管課 

各 都 道 府 県 私 立 学 校 主 管 部 課 

附属学校を置く各国公立大学法人担当課   御中 

小中高等学校を設置する学校設置会社を所轄する 

構造改革特別区域法第１２条第１項の 

認定を受けた各地方公共団体の担当課 

 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課 

 

「児童生徒の事件等報告書」による重大事件等の報告について（依頼） 

 

児童生徒の自殺、重大事件等については、事実関係の正確かつ迅速な把握が必要である

ことから、「『児童生徒の事件等報告書』による重大事件等の報告について」（令和

５年３月10日付け文部科学省初等中等教育局児童生徒課事務連絡）等により、各都道

府県教育委員会等に、事件等の報告を依頼しているところです。 

今般、「『児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針』に基づく背景調査の結

果に関する国への報告について（依頼）」（令和７年12月26日付け文部科学省初等中

等教育局児童生徒課事務連絡）において、令和８年２月１日以降に発生した児童生徒

の自殺事案に関する背景調査の結果報告を依頼したことや、これまでの「児童生徒の

事件等報告書」の運用状況等を踏まえて、下記のとおり「児童生徒の事件等報告書」の

運用や様式を見直すこととしました。 

つきましては、都道府県・指定都市教育委員会担当課におかれては域内の市（指定

都市を除く。）区町村教育委員会に対して、都道府県私立学校主管部課におかれては

所轄の学校法人等に対して、構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第12条第

１項の認定を受けた地方公共団体の学校設置会社担当課におかれては所轄の学校設置

会社に対して周知いただくとともに、適切な対応がなされるよう特段の御配慮をお願

いいたします。 

なお、「『児童生徒の事件等報告書』による重大事件等の報告について」（令和５

年３月10日付け文部科学省初等中等教育局児童生徒課事務連絡）は廃止します。 

 

記 
 

１ 報告方法及び報告対象について  

○ これまでも、次の（１）及び（２）に該当する事案を把握した際には、所定の

様式により報告を依頼しておりましたが、このたび、別添様式Ａ及びＢのとおり、

事案の性質ごとに様式を分けるとともに、報告内容をチェックボックス化する等

の変更を行いました。 

○ 今後、次の（１）及び（２）に該当する事案を把握した際には、速やかに所定

これまで児童生徒の自殺や重大事件等について速やかな情報共有をすることを目的

に、「児童生徒の事件等報告書」の提出をお願いしてきましたが、その運用や様式

等を見直すこととしましたのでお知らせします。 
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の様式を作成し、メールにて提出（s-sidou@mext.go.jp宛）をお願いします（原

則、事案を把握した翌営業日まで）。その際、報道発表資料など、事件の概要を

把握するために参考となる資料があれば、幅広に添付してください。 

また、文部科学省から、報告内容をもとに、対応状況等について更に詳細な情報提

供を依頼することがありますので御承知おきくださいますよう、お願いいたします。 

○ 公立学校に在籍する児童生徒に係る事案については、都道府県・指定都市教育委

員会から文部科学省に対して報告・相談をお願いいたします。なお、都道府県教育

委員会においては、域内の市（指定都市を除く。）区町村が設置する学校に在籍す

る児童生徒に係る事案を含めて、文部科学省に対して報告・相談をお願いいたしま

す。 

○ 私立学校に在籍する児童生徒に係る事案については、都道府県私立学校主管部課

から文部科学省に対して報告・相談をお願いいたします。 

○ 国公立大学附属学校に在籍する児童生徒に係る事案については、各国公立大学法

人担当課から文部科学省に対して報告・相談をお願いいたします。 

○ 株立学校に在籍する児童生徒に係る事案については、株式会社立学校を認可した

各地方公共団体の担当課から文部科学省に対して報告・相談をお願いいたします。 

 

【報告対象となる事案】 

（１）自殺・自殺未遂事案 

児童生徒の自殺又は自殺が疑われる死亡事案（※１）、自殺未遂又は自殺未遂が疑わ

れる事案（※２）を把握した場合には、別添様式Ａにより報告をお願いします（※３）。 
（※１）児童生徒の自殺又は自殺が疑われる死亡事案の場合には、「児童生徒の自殺が起きたと

きの背景調査の指針」（令和７年12月改訂）等に基づき対応すること。 

（※２）自殺未遂とは、自殺を意図して行った行為の結果、生存している場合をいう。 

（※３）背景にいじめが疑われる事案の場合には、「いじめの重大事態の調査に関するガイド

ライン」（令和６年８月改訂）等に基づき対応すること。 

 

（２）自殺・自殺未遂事案以外の重大事件 

学校内外を問わず、他の児童生徒等の命を奪う等、児童生徒による重大な犯罪又

は触法行為（※４）を把握した場合には、別添様式Ｂにより報告をお願いします。 
（※４）殺人、強盗、詐欺、強制わいせつなどの事案 

 

 

２ 保有個人情報及び行政文書の取り扱いについて（※） 

本依頼により提出を求める報告書は、必要に応じて都道府県教育委員会等と速やか

な連携を図るとともに、文部科学省において問題行動等の現状を適切に把握・分析し、

必要な指導助言を行い、施策の検討に生かします。 

これら以外の用途で用いることはありません。ただし、児童生徒や関係者等特定の個

人の氏名は記載しないでください。その他児童生徒や関係者等に関する情報について

も、事案の性質上必要な範囲で記載するよう御留意ください。 

文部科学省に対し、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号。以下「個

人情報保護法」という。）に基づく保有個人情報の開示請求があった場合には、個人

情報保護法に基づいた対応を行いますので、予め御了承ください。また、文部科学省

に対し、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「情報公開法」という。）

に基づく行政文書の開示請求があった場合には、情報公開法に基づいた対応を行いま
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【本件連絡先】 

文部科学省初等中等教育局 

児童生徒課生徒指導室生徒指導企画係 

Email:s-sidou@mext.go.jp 

電話：03-6734-3298（直通） 

すので、予め御了承ください。 

文部科学省において、今般提出いただく報告書の保存期間は、提出された日の属す

る年度の翌年度の４月１日から５年とします。 
（※）「『児童生徒の事件等報告書』による重大事件等の報告について」（令和５年３月10日

付け文部科学省初等中等教育局児童生徒課事務連絡）において周知した内容から変更あ

りません。 

 

 

３ その他 

○ 児童生徒の自殺又は自殺が疑われる死亡事案が発生した場合は、今回提出を依頼

しております「事件等報告書【自殺・自殺未遂事案】 様式Ａ」のほか、「『児童

生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針』に基づく背景調査の結果に関する国へ

の報告について（依頼）」（令和７年12月26日付け文部科学省初等中等教育局児童

生徒課事務連絡）に基づき、背景調査の結果の報告についてもお願いいたします。 

 

 

【添付資料】 

・児童生徒の事件等報告書【自殺・自殺未遂事案】 様式Ａ 

・児童生徒の事件等報告書【自殺・自殺未遂事案以外の重大事件】 様式Ｂ 

 

【参考資料】 

・「児童生徒の自殺が起きたときの背景調査の指針」に基づく背景調査の結果に

関する国への報告について（依頼）（令和７年12月26日付け文部科学省初等中

等教育局児童生徒課事務連絡） 

 

mailto:s-sidou@mext.go.jp


年 月 日

□ □ □ □

□ □

： 年 月 日 時 ：

□ □ □

年 歳

□ 首つり □ □ □

□ □ □

□ □

□ □ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □

□ □

□ □

(５) 本件に関する都道府県・指定都市教育委員会等連絡先

不明その他（　　　　　　　　　　　 　）

連携予定

※ 以下は自殺（疑い含む）事案のみ

飛び降り

遺書 メール

なし【報道の有無】

入水（溺死含む） 飛び込み（走行中の電車、自動車等への飛び込み）

【いじめ（疑い含む）】 なし

【児童生徒が死亡前に
  残した文書等の有無】

なし

様式Ａ

【警察との連携（情報共有等）】 連携中

都道府県教育委員会等名

令和 分頃

学年 性別 年齢

児童生徒の事件等報告書【自殺・自殺未遂事案】
令和

国立 公立 私立 株立

ブログ

(１) 事件等の概要

【概要】

連携予定なし

自殺未遂（疑い含む）自殺（疑い含む）

あり

その他（　　　　　　　　　　　　）

SNSの書込み

不明

(２) 発生日時・場所

日時

不明

場所

通信制

今後実施予定

あり

名前 連絡先（電話番号）

課名

【様式１を用いた遺族への説明】 できていない（これから）できている

実施中【基本調査の実施状況】

※ 自殺未遂は、自殺を意図したものとする。

(４) その他確認事項

練炭等 刃物

学校名 全日制 定時制

時系列で整理し、記載してください。

(３) 当該児童生徒に関する情報（現在） 高等学校は以下にチェック

服毒（医薬品等）【手段別の状況】



年 月 日

□ □ □ □

□ □

： 年 月 日 時 ：

□ □ □

年 歳

□ 首つり □ □ □

□ □ □

□ □

□ □ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □ □

□ □

□ □

□ □

(５) 本件に関する都道府県・指定都市教育委員会等連絡先

様式Ａ

児童生徒の事件等報告書【自殺・自殺未遂事案】
令和

国立 公立 私立 株立

都道府県教育委員会等名

(１) 事件等の概要

自殺（疑い含む） 自殺未遂（疑い含む） ※ 自殺未遂は、自殺を意図したものとする。

【概要】 時系列で整理し、記載してください。

(２) 発生日時・場所

日時 令和 分頃 場所

(３) 当該児童生徒に関する情報（現在） 高等学校は以下にチェック

学校名 全日制 定時制 通信制

学年 性別 年齢

(４) その他確認事項

【手段別の状況】 服毒（医薬品等） 練炭等 刃物

入水（溺死含む） 飛び降り 飛び込み（走行中の電車、自動車等への飛び込み）

その他（　　　　　　　　　　　 　） 不明

ブログ その他（　　　　　　　　　　　　） 不明

【いじめ（疑い含む）】 なし あり 不明

【児童生徒が死亡前に
  残した文書等の有無】

なし 遺書 メール SNSの書込み

【警察との連携（情報共有等）】 連携中 連携予定 連携予定なし

【報道の有無】 なし あり

※ 以下は自殺（疑い含む）事案のみ

【様式１を用いた遺族への説明】 できている できていない（これから）

【基本調査の実施状況】 実施中 今後実施予定

課名

名前 連絡先（電話番号）

①文部科学省に報告（メール送信）する日を入力（選択）する。

②私立や株立学校の場合は、担当課名を入力する。

国立の場合は、大学名を入力する。

例） 〇〇県私学振興課、〇〇大学

③この枠内に収まるよう、簡潔に入力する。

例） ○立高校○年生が市内商業ビル屋上から飛び降り自殺

○月○日

○時○分、家族から学校へ第一報が入る。

○時○分、教育委員会へ第一報。

○時○分、緊急の職員会議を開催し、事案の概要や今後の動き等を確認

④報告時点で曖昧の場合は、おおよそで入力する。

不明の場合は未入力でよい。

なお、自宅の場合には、「自宅」とのみ記載し、住所は記載しない。

⑤年齢については、不明の場合は未入力でよい。

⑦報道「あり」の場合は、参考となる資料等を別途添付する。

⑥【手段別】～【報道】については、自殺未遂（疑い含む）の場合もチェックする。



年 月 日

□ □ □ □

： 年 月 日 時 ：

□ □ □

年 歳

□ □ □

年 歳

(４) 本件に関する都道府県・指定都市教育委員会等連絡先

(３) 当該行為を行った児童生徒に関する情報（現在）※ 必要に応じて【児童生徒】を追加すること

学校名 全日制 定時制 通信制

【児童生徒】

【児童生徒】

全日制 定時制 通信制学校名

高等学校は以下にチェック

高等学校は以下にチェック

課名

名前 連絡先（電話番号）

学年 性別 年齢

学年 性別 年齢

様式Ｂ

日時 令和 分頃 場所

都道府県教育委員会等名

(２) 発生日時・場所

・　警察との連携状況（相談しているか、情報を提供してもらっているか、通報しているか など）はどうか。

【概要】

・　報道発表を行ったか（予定含む）、保護者説明会等を開催したか（予定含む）。

事件等の概要について、以下の点を含め、時系列で整理し記載してください。

(１) 事件等の概要

児童生徒の事件等報告書【自殺・自殺未遂事案以外の重大事件】

※　記載できない内容については、未記載のままでかまいません。

令和

国立 公立 私立 株立



年 月 日

□ □ □ □

： 年 月 日 時 ：

□ □ □

年 歳

□ □ □

年 歳

(４) 本件に関する都道府県・指定都市教育委員会等連絡先

学年 性別 年齢

課名

名前 連絡先（電話番号）

学年 性別 年齢

【児童生徒】 高等学校は以下にチェック

学校名 全日制 定時制 通信制

(３) 当該行為を行った児童生徒に関する情報（現在）※ 必要に応じて【児童生徒】を追加すること

【児童生徒】 高等学校は以下にチェック

学校名 全日制 定時制 通信制

・　警察との連携状況（相談しているか、情報を提供してもらっているか、通報しているか など）はどうか。
・　報道発表を行ったか（予定含む）、保護者説明会等を開催したか（予定含む）。

(２) 発生日時・場所

日時 令和 分頃 場所

都道府県教育委員会等名

※　記載できない内容については、未記載のままでかまいません。

(１) 事件等の概要

【概要】 事件等の概要について、以下の点を含め、時系列で整理し記載してください。

様式Ｂ

児童生徒の事件等報告書【自殺・自殺未遂事案以外の重大事件】
令和

国立 公立 私立 株立

①文部科学省に報告（メール送信）する日を入力（選択）する。

②私立や株立学校の場合は、担当課名を入力する。

国立の場合は、大学名を入力する。

例） 〇〇県私学振興課、〇〇大学

③この枠内に収まるよう、時系列で整理し記載する。

また、被害者が児童生徒の場合は、その情報を含めて記載する。

④報告時点で曖昧の場合は、おおよそで入力する。

不明の場合は未入力、または「不明」と入力する。

なお、自宅の場合には、「自宅」とのみ記載し、住所は記載しない。

⑤年齢については、不明の場合は未入力でよい。

⑥報道等がある場合は、参考となる資料等を別途添付する。


